利用上の注意（事業所・企業統計調査　簡易調査）

１　調査周期及び期日

　　事業所・企業統計調査は５年周期で行うが，この調査を行った年から３年目に当たる年には，

　簡易な方法により事業所・企業統計調査を行う。

　　この簡易な方法による調査が簡易調査で，実施する年の７月１日現在で行う。

２　調査の対象

　　調査日現在，県内に所在するすべての民営（国，地方公共団体以外）事業所を対象として調

　査が行われました。

　　ただし，民営の事業所であっても，次の各号に掲げる事業所は除かれています。

（１）大分類Ａ－農業に属する事業所で個人の経営に係るもの

（２）大分類Ｂ－林業に属する事業所で個人の経営に係るもの

（３）大分類Ｃ－漁業に属する事業所で個人の経営に係るもの

（４）大分類Ｌ－サービス業のうち，中分類74－その他の生活関連サービス業（小分類番号

　　741－家事サービス業（住込みのもの）及び同742－家事サービス業（住込みでないもの）

　　に限る。）及び中分類96－外国公務に属する事業所

（５）駅の改札口内，劇場内，運動競技場内，有料道路内など，料金を支払って出入りする有

　　料施設の中にある事業所（ただし，公園，遊園地，テーマパーク内にある別経営の事業所

　　は除く。）

３　事業所

　　営利，非営利を問わず，事業活動が行われている一定の場所を意味します。

　　原則として，次の要件を備えているものをいいます。

（１）経済活動が単一の経営主体のもとにおいて一定の場所，すなわち一区画を占めて行われ

　　ていること。

（２）財貨及びサービスの生産又は提供が，人及び設備を有して，継続的に行われていること。

　　　例えば，商店，工場，事務所，営業所，銀行，学校，神社，寺院，病院，旅館，学習塾，個人教授所等，一区画を占めて事業を行っているその場所が事業所です。しかし，個人タクシーの運転手や行商などのように経済活動の行われる場所が一定せず，他に特定の事業所を持たない場合は，本人の住居を事業所とします。

４　企業

　　この調査でいう企業とは，経営組織が株式会社，有限会社，合名会社，合資会社，相互会社のものを指します。

５　前回調査との関係

　　卸売業，小売業については，今回，商業統計調査の結果を利用しておりますので，平成８年と平成11年の事業所・企業統計調査では，集計上の取り扱いが異なります。

　　このため，｢産業小分類別事業所数及び従業者数（民営）｣の統計表の卸売業，小売業についての｢増加数｣及び｢増加率｣の数値については，｢…｣で掲載しています。

６　内容についての問い合わせ先

　　広島県地域振興部経済統計室（経済統計グループ）

　　〒730－8511　広島市中区基町10－52

　　電　話（０８２）５１３－２５４０（ダイヤルイン）
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